




札幌法学第 23 巻第 2 号で、（資料）会社法の検証 （１）を掲載し
たので、その続きを本号に掲載する。                                          
    
日本の会社組織に関する法律について、明治 23 年に旧商法が初
めて創設され（明治 23 年 4 月 26 日法律 32 号第一編第六章公布､
商事会社等会社編については明治 26 年から大正 12 年まで施行）、
その後、明治 32 年に新商法が施行された（明治 32 年 3 月 9 日法律
48 号による公布、明治 32 年 6 月 16 日勅令 133 号による施行）。そ

















































（5） 臨時の機関として総会検査役（会 306、6 月前より議決権
制限のない総株主の議決権の 100 分の 1 を有する株主が裁
判所に請求する）と、会社の業務及び財産状況の調査の為
の検査役（会 358 Ⅰ、6 月前より議決権制限のない総株主









により、会社法 362 条 4 項 1 号（重要なる財産の処分及び譲受）お
よび同 2 号（多額の借財）について、予め選任した 3人以上の取締
役（特別取締役）の過半数以上が出席する特別取締役会の過半数以

















































（3）	 特別決議（会 309 Ⅱ）……議決権を行使することができる
株主の議決権の過半数（3 分の 1 以上の割合を定款で規定
した場合その割合以上）を有する株主が出席し、出席株主
の 3 分の 2（これを上回る割合を定款で規定した場合には
その割合）以上により決議する。
 　例、譲渡制限株式の買取り承認決議（会 140 Ⅱ）、指定
買取人の指定（会 140 Ⅴ、定款で決議不要にすること可能）、






の決定（会 238 Ⅱ）、取締役・監査役の解任（会 309 Ⅱ⑦）、
役員等の損害賠償責任の一部免除（会 425 Ⅰ）、資本の減
少（会 447 Ⅰ但し欠損額を超えないものを除く）、その他。
（4）	 特殊決議（会 309 Ⅲ）……種類株式発行会社以外の株主総
会で、当該株主総会で議決権を行使することができる株主
の半数以上（定款でこれを上回る割合を規定した場合それ













































































































質問 3　総会の招集に何故 2週間の期間が必要か。この場合の 2週
間の意味は何を意味するのか。　　（ヒント）会社法 299 Ⅰ
質問 4　招集通知に記載されてないことを議題に出来るか。







（ヒント） 会社法 298 Ⅰ ･ Ⅳ、公開会社と非公開会社、及び利害関
係者との関係が考慮されなければならない。
— 202 —
















































































































各株主は、原則として、1 株につき 1 議決権を有する（会 308 Ⅰ）。
但し、1 単元の株式を定めた場合においては、1 単元の株式につき、
1 個の議決権となる（会 188 Ⅰ）。
しかし、会社は自己の株式については議決権を有しない（会 308
























































様に、自己株式には剰余金の配当は行わない（会 308 Ⅱ・会 453）。
４　相互保有株式（会 308 Ⅰ）
会社 A が、（あるいはその親会社 C とその子会社 D、又は D 子
会社だけで、）他の株式会社 B の総株主の議決権の 4 分の 1 を超ゆ
る議決権を有する場合においては、B 会社は、A 社又は親会社 C
— 208 —
札幌法学 24 巻 2 号（2013）
及び D 社の株式については、議決権を有しない。
つまり、甲社が乙社の総株主の議決権の 4 分の 1 を超えて議決権
を有すれば、乙社が有する甲社株式への議決権はないと言うことで
ある。これは、会社支配による不公正な議決権行使を防止するため
















義貸し、株式信託（投信 22）、及び ADR（ American  Depositary 

















































平成 13 年（法律 128 号）商法上、書面投票制度とその電
磁的方法による制度が認められた。
 　株主数が 1,000 人以上の監査特例法上の大会社（資本の













































































































る（会 970 Ⅰ・Ⅱ）。利益供与を要求した者も同様である（会 970 Ⅲ）。
— 214 —
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しかも、利益供与の実行につき、威迫（脅迫とは異なり不安や困
惑程度の心理状態を言う）の行為があった時は、その行為者は 5 年
























































































































































42 年 9 月 28 日民集 21 巻 7 号 1970 頁）。
　　②取締役会の決議を経ないで代表取締役が総会を招集した場
合も取消原因になる（最判昭 46 年 3 月 18 日民集 25 巻 2
号 183 頁、最判昭 41 年 8 月 26 日民集 20 巻 6 号 1299 頁）。
　　③法令・定款違反としては、株主又はその代理人でない者が、
決議に参加した場合がある（最判昭 30 年 10 月 20 日民集
9 巻 11 号 1657 頁）。
　　④招集・通知期間の不足も取消原因である（商 232 Ⅰ）。
　　⑤取締役・監査役の説明義務違反も取消原因である（商 237







議提出が無視された場合がある（最判昭 58 年 6 月 7 日民
集 37 巻 5 号 517 頁）。このような場合には、取消原因になる。
（2）	 決議の内容が定款に違反する時（会 831 Ⅰ②）
 　昭和 56 年の商法改正以前には、この決議内容が定款違
— 220 —


































































































































966・5 年以下の懲役又は 500 万円以下の罰金）、取締役の責任追
及に関する決議（会 120 Ⅳ・会 970 利益供与禁止で 3 年以下の懲








































































































た日から 2 年を経過しない者（会 331 Ⅰ③）。したがって、
これらの諸法律に違反し、現在執行猶予中の者も取締役
になれない。







































限を認めた判例がある。名古屋地判昭和 46 年 4 月 30 日下民集































































の議決権で、取締役 3 人を改選する場合、1 人の取締役を確保す
る為には何個の議決権が必要かを検討する。
少数株主側を X、議決権数 x、反対に大株主側を Y、議決件数
y とすると、
　　① X は 1 人の取締役を選任したい。その投票議決権数は
x に取締役改選数 3 を乗じた数である。
 　つまり、X は累積投票による取締役の改選に関して
3x の投票議決権を有する。
　　② Y は、大株主として 3 人の取締役を選任したい。つまり、
100 個の議決権から x を控除した数が Y の持ち株の議
決権となる。つまり、100 個－ x 個→（100 － x）が Y
の議決権であり、これを累積投票によって投票するには、
3 ×（100 － x）の投票議決権を有する。
 　しかも、3 人全員の取締役を獲得するには、これを 3
等分にする必要がある。
 　つまり、1 人の取締役に対しては、（100 － x）となる。
　　③ 100 個の議決権中、Y は 3 人の取締役を確保したいのだ
から、
 　（X の投票議決権である）3x ＞ 100 － x（Y の投票議
決権の 3 等分した数）となる。
 　これを解くと、3x ＋ x ＞ 100 となり、4x ＞ 100  で、
x ＞ 25 となる。






札幌法学 24 巻 2 号（2013）
　　③ X 少数株主側、その持ち株式数は x
　　④ Y 多数株主側、その持ち株式数は y




　　① X の所有株式は x だから、X の投票数は Bx である。
　　② Y の所有株式は発行株 A から x を減じた数である。（A
－ x）である。
Y の投票数は（A － x）B
　　③そして X が取締役一人に投票する数は Bx ÷ C となる。
　　④ Y は、役員改選総数 B のうち、X が確保を希望する取
締役数の人数を一人でも減らしたい。つまり、Y は（B
－ C ＋１）の取締役を確保したいのである。
　　⑤ Y は、投票数（A － x）B を取締役確保数（B － C ＋１）
に分散し、取締役改選数 B 全員を確保したいとする。
　　⑥ X は、自分の投票総数 Bx ÷ C（確保希望取締役数）が、
Yのそれ （A－x）B÷（B－C＋１） を上回る必要がある。
　　⑦そうすると、Bx ÷ C ＞（A － x）B ÷（B － C ＋１） 
となり、通分の為
　　⑧両辺に、C（B － C ＋１）を掛けると、（B － C ＋１）
× Bx ＞ C × B（A － x）となる。
　　⑨展開すると、B ２x － BCx ＋ Bx ＞ ABC － BCx ⇨ B
２x ＋ Bx ＞ ABC － BCx ＋ BCx
これを整理すると B ２x ＋ Bx ＞ ABC となる。
　　⑩左辺を括弧でくくると、x（B ２＋ B）＞ ABC となる。
　　⑪両辺を（B ２＋ B）で割ると、x ＞ ABC ÷ B ２＋ B となる。
右辺を整理すると AC ÷ B ＋１となる。




 議決権行使可能株式数×取締役確保数   
   取締役選任数＋１
これに 1を加える。
質問 13　①甲社は議決権行使可能株式数 1,500 株（1 株 1 議決権）
を発行している。次期定時株主総会で 5 人の取締役を改選するこ
とになっている。少数株主 X らは、累積投票を請求した。X ら
が取締役 2 人を確保する為には、何株以上を保有しなければなら
ないか。






で求められる。① 501 株  　② 5,001 株
＋ 1
